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本物質は、パイロット事業（化学物質の環境リスク評価 第 1 巻）において、環境リスク初

期評価結果を公表しているが、その後環境省内の要望を受けて、異性体ごとの知見を収集した

上で、生態リスク初期評価を再度行った。 

 

１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名： キシレン 

（別の呼称： ジメチルベンゼン、メチルトルエン） 

CAS 番号： 95-47-6（o-キシレン） 
CAS 番号： 108-38-3（m-キシレン） 
CAS 番号： 106-42-3（p-キシレン） 
CAS 番号： 1330-20-7（キシレン） 
化審法官報公示整理番号： 3-3（キシレン）、3-60（モノ（又はジ）メチル（エチル，

ブロモアリル，ブロモプロピルオキシカルボニル，又はクロ

ロプロピルオキシカルボニル）ベンゼン） 
化管法政令番号*： 1-80（キシレン） 
RTECS 番号： ZE2450000（o-キシレン）、ZE2275000（m-キシレン）、ZE2625000（p-キ

シレン） 

分子式： C8H10 

分子量： 106.17 
換算係数： 1 ppm = 4.34 mg/m3 (気体、25℃) 
構造式：

H3C

H3C

 
 
 

 
 

CH3H3C

CH3H3C

 

*注：平成 21 年 10 月 1 日施行の改正政令における番号 

（2）物理化学的性状 

 o-キシレン m-キシレン p-キシレン 

性状 無色透明の液体1) 無色透明の液体1) 無色透明の液体2) 

融点 
-25.2℃3)、-25℃4) , 8)、

-25.182℃5) 

-47.8℃3)、-47.4℃4)、

-47.872℃6)、-48℃8)、

-53℃8) 

13.25℃3)、13～14℃4)、

13.263℃7)、13℃8) 

沸点 
144.5℃3) 、144℃4) , 8)、

144.429℃5) 
139.12℃3) , 6)、139.3℃
4)、139℃8) 

138.37 ℃ 3) 、 137 ～

138℃4)、138.359℃7)、

138.4℃8) 

密度 0.8802(10℃) 3) 0.8596 (25℃) 3) 0.8566 g/cm3 (25℃) 3) 

蒸気圧 
6.6 mmHg (=880 Pa) 
(25℃) 3)、 
6.61 mmHg (=880 Pa) 

8.5 mmHg (=1.13 ×

103 Pa) (25℃) 3)、 
8.9 mmHg (=1.19 ×

103Pa) (25℃) 3)、 

［1］ キシレン           

o-キシレン m-キシレン p-キシレン 
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 o-キシレン m-キシレン p-キシレン 

(25℃) 5)、 
5 mmHg (=670 Pa) 
(20℃) 8) 

8.29 mmHg (=1.1 ×

103 Pa) (25℃) 6)、 
6 mmHg (=800 Pa) 
(20℃) 8) 

8.84 mmHg (=1.2 ×

103Pa) (25℃) 7)、 
6.5 mmHg (=870Pa) 
(20℃) 8) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/
水） (log Kow) 

3.12 3) , 5) , 9)、2.77 8) 3.203) , 6) , 8) , 9) 3.153) , 7) , 8) , 9) 

解離定数（pKa）    

水溶性（水溶解度） 
171 mg/1,000 g (25℃)3) 、
178 mg/L (25℃) 5) 、
175 mg/L (20℃) 8) 

161 mg/1,000 g (25℃) 3)、

161 mg/L (25℃) 6) 

181 mg/1,000 g (25℃)3)、

162 mg/L (25℃) 7)、 
198 mg/L (25℃) 8) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

キシレンの分解性及び濃縮性は次のとおりである。  

 o-キシレン m-キシレン p-キシレン 

生物分解性    

 好気的分解 分解性の良好な物質（キシレンとして）11) 

 分解率  

BOD 100%、GC 100%
（試験期間：4 週間、

被験物質濃度：100 
mg/L 、活性汚泥濃

度：30 mg/L）12) 

 

化学分解性    

OH ラジカルとの反

応性（大気中） 

反応速度定数： 1.4×
10-11 cm3/( 分子･ sec)
（測定値）13) 

半減期： 4.6～46 時間

反応速度定数： 2.4×
10-11 cm3/( 分子･ sec)
（測定値）13) 
半減期： 2.7～27 時間

反応速度定数： 1.4×
10-11 cm3/( 分子･ sec)
（測定値）13) 
半減期： 4.6～46 時間

 
半減期は OH ラジカル濃度を 3×106～3×105分子/cm3 14)と仮定して

計算 

オゾンとの反応性

（大気中） 

反応速度定数： 7.0×
10-22 cm3/( 分子･ sec)
（測定値）13) 
半減期：11 年～63 年

反応速度定数： 6.0×
10-22 cm3/( 分子･ sec)
（測定値）13) 
半減期：12 年～73 年

反応速度定数： 4.0×
10-22 cm3/( 分子･ sec)
（測定値）13) 
半減期：18 年～110 年

 半減期はオゾン濃度を 3×1012～5×1011分子/cm3 14)と仮定して計算 

硝酸ラジカルとの

反応性（大気中） 

反応速度定数： 3.8×
10-16 cm3/( 分子･ sec)
（測定値）13) 
半減期： 88 日 

反応速度定数： 2.3×
10-16 cm3/( 分子･ sec)
（測定値）13) 
半減期： 150 日 

反応速度定数： 4.5×
10-16 cm3/( 分子･ sec)
（測定値）13) 
半減期： 74 日 

 半減期は硝酸ラジカル濃度を 2.4×108分子/cm3  15)と仮定して計算 

加水分解性 
加水分解性の基をも

たない16) 
加水分解性の基をも

たない17) 
加水分解性の基をも

たない18) 

生物濃縮性    

生物濃縮係数(BCF) 
53 60 56 

BCFBAF19) により計算 
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 o-キシレン m-キシレン p-キシレン 

土壌吸着性    

 土壌吸着定数(Koc) 
2420)～25120)（幾何平

均値により計算：75）

16620)～18220)（幾何平

均値により計算：

174） 

24620)～54020)（幾何平

均値により計算：

364） 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

キシレンの国内生産量21)、輸入量22)、輸出量22)の推移を示す。 

 

表 1.1 生産量の推移（t） 

平成（年） 13 14 15 16 17 

o-キシレン 208,730 221,074 193,070 215,137 208,010 

m-キシレン － － － － － 

p-キシレン 2,814,214 2,919,963 3,096,777 3,164,499 3,358,233 

キシレン a) 4,797,920 4,899,749 5,213,104 5,394,954 5,570,036 

平成（年） 18 19 20 21 22 

o-キシレン 130,347 146,871 117,190 97,979 116,314 

m-キシレン － － － － － 

p-キシレン 3,356,611 3,300,785 3,039,323 3,217,712 3,716,618 

キシレン a) 5,726,537 6,006,124 5,697,771 5,627,507 5,935,344 

注： a) 非石油系を含む 

 

表 1.2 輸入量の推移（t） 

平成（年） 13 14 15 16 17 

o-キシレン a) － 0.259 － － － 

m-キシレン a) 1,998 － － － － 

p-キシレン a) 3,896 0.001 3,014 － － 

平成（年） 18 19 20 21 22 

o-キシレン a) － － 997 － － 

m-キシレン a) 1,129 5,901 23,147 12,789 10,663 

p-キシレン a) － － 0 － 9,925 

注： a) 普通貿易統計[少額貨物(1 品目が 20 万円以下)、見本品等を除く]品別国別表より  

 

表 1.3 輸出量の推移（t） 

平成（年） 13 14 15 16 17 

o-キシレン a) 71,230 79,483 48,838 76,102 80,179 

m-キシレン a) 6,793 5,184 8,755 8,057 5,825 

p-キシレン a) 1,710,191 1,730,050 2,006,078 2,008,367 2,259,500 



1 キシレン 

 4 
 

平成（年） 18 19 20 21 22 

o-キシレン a) 47,084 66,105 44,281 35,906 47,117 

m-キシレン a) 1,724 4,000 1.19 2,901 5,020 

p-キシレン a) 2,289,993 2,348,409 2,284,503 2,535,043 2,332,603 

注： a) 同前 

 

キシレンの「化学物質の製造・輸入数量に関する実態調査」23), 24), 25)の結果を示す。 
 

表 1.4 製造（出荷）及び輸入量の推移 

物質名 平成 13 年度 平成 16 年度 平成 19 年度 

o-キシレン a) 100,000～ 
1,000,000 t/年未満 

－ － 

m-キシレン a) 100,000～ 
1,000,000 t/年未満 

－ － 

p-キシレン a) 1,000,000～ 
10,000,000 t/年未満 

－ － 

キシレン a) － 
1,000,000～ 

10,000,000 t/年未満 
1,000,000～ 

10,000,000 t/年未満 

注： a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業所内での自家消費分を含んでいない値を示す 

 

OECD に報告しているキシレンの生産量を示す。 
 

表 1.5 OECD に報告している生産量 

物質名 生産量 輸入量 

o-キシレン 100,000～1,000,000 t/年未満  

m-キシレン 100,000～1,000,000 t/年未満 1,000 t 未満 

p-キシレン 1,000,000～10,000,000 t/年未満 1,000 t 未満 

 

化学物質排出把握管理促進法（化管法）におけるキシレンの製造・輸入量区分は 100 t 以

上である26)。 

 

② 用 途 

キシレンの主な用途は表 1.6 のとおり。 

 

表 1.6 キシレンの主な用途 

物質名 用 途 

o-キシレン 無水フタル酸の原料27) 

m-キシレン 
可塑剤やポリエステル樹脂の原料であるイソフタル酸の原料27)、

o-キシレンや p-キシレンに変化させて利用27) 

p-キシレン テレフタル酸などの原料27) 

混合キシレン 油性塗料、接着剤、印刷インキ、農薬などの溶剤やシンナー27) 
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なお、各異性体のキシレンが灯油、軽油、ガソリンなどに含まれている27)。キシレンの含

有率（石油業界平均値）は、灯油 1.1 wt%、軽油 0.22 wt%、プレミアムガソリン 8.5 wt%、

レギュラーガソリン 6.1 wt%とされている28)。また、国内各地で採取した市場ガソリン中の

キシレン異性体の含有量は、表 1.7 のとおりとされている29)。 

 

表 1.7 ガソリン中のキシレン含有率[vol%] 

試料採取年月 物質名 
プレミアムガソリン（30 試料） レギュラーガソリン（32 試料）

平均 最小 最大 平均 最小 最大 

 o-キシレン 2.01 0.01 4.66 1.77 0.28 4.63 

1997 年 2 月 m-キシレン 3.62 0.04 7.96 3.24 0.44 6.90 

 p-キシレン 1.58 0.03 3.41 1.39 0.18 3.03 

試料採取年月 物質名 
プレミアムガソリン（30 試料） レギュラーガソリン（32 試料）

平均 最小 最大 平均 最小 最大 

 o-キシレン 2.25 0.18 5.85 1.90 0.37 5.03 

1997 年 8 月 m-キシレン 3.91 0.08 9.64 3.44 0.74 7.41 

 p-キシレン 1.67 0.06 4.00 1.46 0.36 3.12 

 

（5）環境施策上の位置付け 

キシレンは、水質汚濁に係る要監視項目に設定されている。キシレンは、化学物質排出把握

管理促進法第一種指定化学物質（政令番号：80）に指定されているほか、有害大気汚染物質に

該当する可能性がある物質に選定されている。また、キシレンは水道水質基準の要検討項目に

位置づけられているほか、悪臭防止法の特定悪臭物質に指定されている。 
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２．ばく露評価 

生態リスクの初期評価のため、水生生物の生存・生育を確保する観点から、実測データをも

とに基本的には水生生物の生息が可能な環境を保持すべき公共用水域における化学物質のばく

露を評価することとし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則と

して最大濃度により評価を行っている。 

 

（1）環境中への排出量 

キシレンは化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された、平成 21 年度の届

出排出量1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体2), 3)から集計した排出量等を表

2.1 に示す。 

 
表 2.1 キシレンの化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の集計結果（平成 21 年度） 

 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 32,495,877 10,913 74 11 10,652 9,772,019 6,040,853 21,709,757 754,673 18,960,675 32,506,875 47,465,958 79,972,833

キシレン

業種等別排出量(割合) 32,495,877 10,913 74 11 10,652 9,772,019 6,040,853 21,709,757 754,674 18,960,674

9,292,411 0 0 0 0 644,406 届出 届出外

(28.6%) (6.6%) 41% 59%

7,123,098 57 0 0 106 830,502 758,053

(21.9%) (0.5%) (1.0%) (8.5%) (12.5%)

3,730,836 361 0 11 146 586,926 809,394

(11.5%) (3.3%) (100%) (1.4%) (6.0%) (13.4%)

3,450,412 199 0 0 2,135 419,121 501,320

(10.6%) (1.8%) (20.0%) (4.3%) (8.3%)

230,852 0 0 0 0 6,709 3,062,023

(0.7%) (0.07%) (50.7%)

1,398,183 46 0 0 171 474,544 55,355

(4.3%) (0.4%) (1.6%) (4.9%) (0.9%)

1,100,445 13 0 0 0 286,639 154,741

(3.4%) (0.1%) (2.9%) (2.6%)

1,048,639 0 0 0 0 133,312 23,942

(3.2%) (1.4%) (0.4%)

1,035,836 1,666 40 0 1,248 5,301,438 11,113

(3.2%) (15.3%) (53.9%) (11.7%) (54.3%) (0.2%)

951,622 0.7 0 0 0 235,845 24,076

(2.9%) (0.006%) (2.4%) (0.4%)

889,299 23 0 0 0 36,041 47,497

(2.7%) (0.2%) (0.4%) (0.8%)

280,292 8 0 0 2 100,586 305,300

(0.9%) (0.08%) (0.02%) (1.0%) (5.1%)

428,437 5,480 0.2 0 1,373 6,428 24,394

(1.3%) (50.2%) (0.3%) (12.9%) (0.07%) (0.4%)

142,278 0 4 0 0 522 120,311

(0.4%) (5.4%) (0.005%) (2.0%)

184,833 0 0 0 0 98,393 27,857

(0.6%) (1.0%) (0.5%)

172,643 150 0 0 4,400 35,431 63

(0.5%) (1.4%) (41.3%) (0.4%) (0.001%)

171,380 0 0 0 1 27,830

(0.5%) (0.01%) (0.3%)

159,136 0 0 0 0 16,755

(0.5%) (0.2%)

121,400 0 0 0 0 52,991 29,030

(0.4%) (0.5%) (0.5%)

121,393 5 0 0 0 17,916 19,635

(0.4%) (0.05%) (0.2%) (0.3%)

106,022 0 0 0 220 43,577 3,264

(0.3%) (2.1%) (0.4%) (0.05%)

43,153 2 0 0 330 15,915 33,156

(0.1%) (0.02%) (3.1%) (0.2%) (0.5%)

37,877 0 0 0 0 2,030 24,909

(0.1%) (0.02%) (0.4%)

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

届出外
排出量

合計

総排出量の構成比(%)

船舶製造・修理業、
舶用機関製造業

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出
排出量

輸送用機械器具
製造業

金属製品製造業

一般機械器具製造業

自動車整備業

電気機械器具製造業

プラスチック製品
製造業

鉄鋼業

化学工業

窯業・土石製品
製造業

ゴム製品製造業

家具・装備品製造業

繊維工業

燃料小売業

非鉄金属製造業

石油製品・石炭製品
製造業

鉄道車両・同部分品
製造業

電気業

出版・印刷・同関連
産業

その他の製造業

精密機械器具製造業

パルプ・紙・紙加工品
製造業

木材・木製品製造業
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大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 32,495,877 10,913 74 11 10,652 9,772,019 6,040,853 21,709,757 754,673 18,960,675 32,506,875 47,465,958 79,972,833

キシレン

業種等別排出量(割合) 32,495,877 10,913 74 11 10,652 9,772,019 6,040,853 21,709,757 754,674 18,960,674

54,266 0 0 0 0 78 届出 届出外

(0.2%) (0.0008%) 41% 59%

42,202 1 0 0 0 3,313 39

(0.1%) (0.01%) (0.03%) (0.0006%)

40,883 0 0 0 108 10,976 72

(0.1%) (1.0%) (0.1%) (0.001%)

38,093 0 0 0 0 7,415 0

(0.1%) (0.08%)

14,614 2,900 0 0 0 25,000

(0.04%) (26.6%) (0.3%)

13,815 0 0 0 356 156,766

(0.04%) (3.3%) (1.6%)

11,569 0 0 0 5 526

(0.04%) (0.05%) (0.005%)

8,740 0 0 0 0 6,641 550

(0.03%) (0.07%) (0.009%)

7,730 0 0 0 0 1,749

(0.02%) (0.02%)

7,633 0 0 0 0 11,200

(0.02%) (0.1%)

6,804 0.2 0 0 0 30,517

(0.02%) (0.002%) (0.3%)

6,007 0 0 0 12 118 132

(0.02%) (0.1%) (0.001%) (0.002%)

367 0 0 0 0 0 4,627

(0.001%) (0.08%)

4,811 0 0 0 0 2,161

(0.01%) (0.02%)

4,761 0.5 30 0 0 26,573

(0.01%) (0.005%) (40.4%) (0.3%)

3,645 0 0 0 0 0

(0.01%)

2,807 0 0 0 40 20,380

(0.009%) (0.4%) (0.2%)

2,601 0 0 0 0 0

(0.008%)

1,301 0 0 0 0 9,400

(0.004%) (0.10%)

1,108 0 0 0 0 0

(0.003%)

710 0 0 0 0 650

(0.002%) (0.007%)

360 0 0 0 0 2,800

(0.001%) (0.03%)

223 0 0 0 0 0

(0.0007%)

213 0 0 0 0 0

(0.0007%)

62 0 0 0 0 79,000

(0.0002%) (0.8%)

44 0 0 0 0 1,600

(0.0001%) (0.02%)

17 0 0 0 0 0

(0.00005%)

15 0 0 0 0 0

(0.00005%)

0 0 0 0 0 1,300

(0.01%)

2,172,956 68,886

(10.0%) (9.1%)

27,022 15,307

(0.1%) (2.0%)

107,796

(0.5%)

15,073,417 670,481

(69.4%) (88.8%)

3,835,403

(17.7%)

493,163

(2.3%)

15,896,118

(83.8%)

1,389,772

(7.3%)

381,789

(2.0%)

総排出量の構成比(%)

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出
排出量

届出外
排出量

合計

石油卸売業

倉庫業

鉄道業

機械修理業

食料品製造業

農薬製造業

電子応用装置製造業

衣服・その他の
繊維製品製造業

医療用機械器具
・医療用品製造業

ガス業

医薬品製造業

なめし革・同製品
・毛皮製造業

下水道業

自動車卸売業

自然科学研究所

原油・天然ガス鉱業

高等教育機関

飲料・たばこ・飼料
製造業

商品検査業

洗濯業

武器製造業

産業廃棄物処分業

熱供給業

一般廃棄物処理業
（ごみ処分業に限る。）

特別管理産業廃棄物
処分業

鉄スクラップ卸売業

殺虫剤

接着剤

塗料

酒類製造業

電気計測器製造業

計量証明業

農薬

魚網防汚剤

汎用エンジン

自動車

二輪車

特殊自動車

 
 

キシレンの平成 21 年度における環境中への総排出量は、約 80,000 t であり、そのうち届出

排出量は約 33,000 t で全体の 41%であった。届出排出量のうち約 32,000 t が大気、約 11 t が
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公共用水域、0.074 t が土壌へ排出されるとしており、大気への排出量が多い。この他に下水道

への移動量が約 11 t、廃棄物への移動量が約 9,800 t であった。大気への排出が多い業種は船舶

製造・修理業、舶用機関製造業（29%）、輸送用機械器具製造業（22%）、金属製品製造業（12%）、

一般機械器具製造業（11%）、電気機械器具製造業（4.3%）、プラスチック製品製造業（3.4%）

であり、公共用水域への排出が多い業種は繊維工業（50%）、食料品製造業（27%）、化学工業

（15%）であった。 

表 2.1 に示したように PRTR データでは、届出排出量は媒体別に報告されているが、届出外

排出量の推定は媒体別には行われていないため、届出外排出量対象業種の媒体別配分は届出排

出量の割合をもとに、届出外排出量非対象業種・家庭の媒体別配分は「平成 21 年度 PRTR 届

出外排出量の推計方法等の詳細」3)をもとに行った。届出排出量と届出外排出量を媒体別に合計

したものを表 2.2 に示す。 
 

表 2.2 環境中への推定排出量 

媒 体 推定排出量(kg) 

大 気 

水 域 

土 壌 

77,538,303 

  42,257 

2,251,898 

 

（2）媒体別分配割合の予測 

キシレンの環境中の媒体別分配割合を、表 2.1 に示した環境中への排出量と下水道への移動

量を基に、USES3.0 をベースに日本固有のパラメータを組み込んだ Mackay-Type Level III 多

媒体モデルを用いて予測した。予測の対象地域は、平成 21 年度に環境中及び大気への排出量が

最大であった愛知県（大気への排出量 5,443 t、公共用水域への排出量 2.5 t、土壌への排出量

116 t）、及び公共用水域への排出量が最大の神奈川県（大気への排出量 4,402 t、公共用水域へ

の排出量 3.3 t、土壌への排出量 14 t）とした。予測結果を、表 2.3～2.5 に示す。 

 

表 2.3 媒体別分配割合の予測結果（o-キシレン） 

媒 体 

分配割合(%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 

環境中 公共用水域 大 気 

愛知県 神奈川県 愛知県 

大 気 66.3 88.9 66.3 

水 域 0.8 2.0 0.8 

土 壌 32.9 9.1 32.9 

底 質 0.0 0.0 0.0 

注：数値は環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの 
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表 2.4 媒体別分配割合の予測結果（m-キシレン） 

媒 体 

分配割合(%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 

環境中 公共用水域 大 気 

愛知県 神奈川県 愛知県 

大 気 53.9 84.1 53.9 

水 域 0.5 1.4 0.5 

土 壌 45.5 14.4 45.5 

底 質 0.0 0.0 0.0 

注： 同前 

 

表 2.5 媒体別分配割合の予測結果（p-キシレン） 

媒 体 

分配割合(%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 

環境中 公共用水域 大 気 

愛知県 神奈川県 愛知県 

大 気 45.0 78.8 45.0 

水 域 0.5 1.4 0.5 

土 壌 54.5 19.8 54.5 

底 質 0.0 0.0 0.0 

注： 同前 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

 キシレン異性体（o-キシレン、m-キシレン、p-キシレン）、及び異性体混合物について、水質

中及び底質中の濃度を整理した。媒体ごとにデータの信頼性が確認された調査例のうち、より

広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を、表 2.6～表 2.10 に示す。 

 
表 2.6 各媒体中の存在状況（o-キシレン） 

媒 体 
幾何 

平均値 
算術 

平均値
最小値 最大値

検出 
下限値 a) 検出率 調査地域 測定年度 文 献 

                      

公共用水域・淡水   µg/L 0.10 0.11 <0.2 0.4 0.2 2/45 栃木県 2005 4) 

  <0.4 <0.4 <0.4 <0.4 0.4 0/35 全国 2001b) 5) 

  <0.05 <0.05 <0.05 <0.05 0.05 0/35 全国 2001c) 5) 

  <0.03 <0.03 <0.03 0.04 0.03 1/16 全国 1986 6) 

  <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 0.02 0/2 石川県 
大阪府 

1985 7) 

           

公共用水域・海水   µg/L <0.03 0.083 <0.03 0.71 0.03 5/31 全国 1986 6) 

  <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 0.02 0/5 兵庫県 
岡山県 

1985 7) 
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媒 体 
幾何 

平均値 
算術 

平均値
最小値 最大値

検出 
下限値 a) 検出率 調査地域 測定年度 文 献 

底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.003 <0.003 <0.003 0.0082 0.003 2/35 全国 2001 5) 

  <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.0024 0.0005 1/13 全国 1986 6) 

  <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 0.0006 0/2 大阪府 
石川県 

1985 7) 

                      

底質(公共用水域・海水) µg/g <0.0005 0.00053 <0.0005 0.002 0.0005 9/24 全国 1986 6) 

  <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 0.0006 0/5 兵庫県 
岡山県 

1985 7) 

魚類(公共用水域・淡水) µg/g 0.00088 0.0013 <0.0008 0.004 0.0008 6/13 全国 1986 6) 

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g <0.0008 <0.0008 <0.0008 0.0025 0.0008 7/30 全国 1986 6) 

           

注：a) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す 
b) 吸着態 

  c) 溶存態 

 
表 2.7 各媒体中の存在状況(m-キシレン) 

媒 体 
幾何 

平均値 
算術 

平均値
最小値 最大値

検出 
下限値

検出率 調査地域 測定年度 文 献 

                      

公共用水域・淡水   µg/L <0.03 <0.03 <0.03 <0.03a) 0.03 0/18 全国 1986 6) 

  <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 0.02 0/2 石川県 
大阪府 

1985 7) 

           

公共用水域・海水   µg/L <0.03 0.13 <0.03 1.2 0.03 6/25 全国 1986 6) 

  <0.02 <0.02 <0.02 <0.02b) 0.02 0/5 岡山県 
兵庫県 

1985 7) 

             

底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.0005 0.00054 <0.0005 0.0043 0.0005 1/14 全国 1986 6) 

  <0.001 <0.001 <0.001 0.001 0.001 1/2 石川県 
大阪府 1985 

7) 

           

底質(公共用水域・海水) µg/g <0.0005 0.00086 <0.0005 0.008 0.0005 9/24 全国 1986 6) 

  <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.001 0/5 岡山県 
兵庫県 1985 

7) 

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g 0.00086 0.0015 <0.0008 0.005 0.0008 5/13 全国 1986 6) 

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g 0.00085 0.0013 <0.0008 0.0064 0.0008 11/23 全国 1986 6) 

           

注：a) 統一検出下限値未満の値として 0.025 µg/Ｌが得られている 
b) 統一検出下限値未満の値として 0.017 µg/Ｌが得られている 

 
表 2.8 各媒体中の存在状況(p-キシレン) 

媒 体 
幾何 

平均値 
算術 

平均値
最小値 最大値

検出 
下限値

検出率 調査地域 測定年度 文 献 

                      

公共用水域・淡水   µg/L <0.03 <0.03 <0.03 <0.03a) 0.03 0/16 全国 1986 6) 

  <0.02 <0.02 <0.02 <0.02 0.02 0/2 石川県 
大阪府 

1985 7) 
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媒 体 
幾何 

平均値 
算術 

平均値
最小値 最大値

検出 
下限値

検出率 調査地域 測定年度 文 献 

           

公共用水域・海水   µg/L <0.03 0.052 <0.03 0.48 0.03 3/26 全国 1986 6) 

  <0.02 <0.02 <0.02 <0.02b) 0.02 0/5 岡山県 
兵庫県 

1985 7) 

             

底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005c) 0.0005 0/13 全国 1986 6) 

  <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.002 0/2 石川県 
大阪府 

1985 7) 

           

底質(公共用水域・海水) µg/g <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.0013 0.0005 4/22 全国 1986 6) 

             <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.002 0/5 岡山県 
兵庫県 

1985 7) 

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g <0.0008 <0.0008 <0.0008 0.0016 0.0008 5/13 全国 1986 6) 

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g <0.0008 <0.0008 <0.0008 0.0019 0.0008 4/27 全国 1986 6) 

           

注：a) 統一検出下限値未満の値として 0.015 µg/L が得られている 
b) 統一検出下限値未満の値として 0.016 µg/L が得られている 
c) 統一検出下限値未満の値として 0.00017 µg/g が得られている 

 
表 2.9 各媒体中の存在状況(m,p-キシレン) 

媒 体 
幾何 

平均値 
算術 

平均値
最小値 最大値

検出 
下限値 a) 検出率 調査地域 測定年度 文 献 

                      

公共用水域・淡水   µg/L 0.11 0.12 <0.2 0.3 0.2 6/45 栃木県 2005 4) 

  <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 0.2 0/35 全国 2001b) 5) 

  <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 0.1 0/35 全国 2001c) 5) 

           

公共用水域・海水   µg/L          

           

底質(公共用水域・淡水) µg/g <0.005 <0.005 <0.005 0.0057 0.005 1/35 全国 2001 5) 

           

底質(公共用水域・海水) µg/g 0.0012 0.0013 0.00077 0.0017 0.0002 3/3 兵庫県 1986 6) 

           

魚類(公共用水域・淡水)           

           

魚類(公共用水域・海水)  <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 0.0004 0/3 兵庫県 1986 6) 

           

注：a) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す 
b) 吸着態 

  c) 溶存態 
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表 2.10 各媒体中の存在状況（キシレン） 

媒 体 
幾何 

平均値 a) 
算術 
平均値

最小値 最大値 a) 検出 
下限値 b) 検出率 調査地域 測定年度 文 献 

                      

公共用水域・淡水 c)  µg/L <40 <40 <0.1 1 d)
0.1～40 4/795 全国 2009 8) 

  <40 <40 <0.1 0.9 d) 0.1～40 4/765 全国 2008 9) 

  <40 <40 <0.1 150 e) 0.1～40 1/798 全国 2007 10) 

  <40 <40 <0.1 50 0.1～40 1/636 全国 2006 11) 

  <40 <40 <0.1 <40 0.1～40 0/623 全国 2005 12) 

  <40 <40 <0.1 0.4 d) 0.1～40 1/793 全国 2004 13) 

  <40 <40 <0.2 0.9 d) 0.2～40 3/758 全国 2003 14) 

  <40 <40 <0.2 0.7 d) 0.2～40 5/875 全国 2002 15) 

  <40 <40 <0.2 0.3 d) 0.2～40 2/824 全国 2001 16) 

           

公共用水域・海水 c)  µg/L <40 <40 <1 <40 1～40 0/91 全国 2009 8) 

  <40 <40 <0.2 <40 0.2～40 0/105 全国 2008 9) 

  <40 <40 <1 <40 1～40 0/116 全国 2007 10) 

  <40 <40 <1 <40 1～40 0/74 全国 2006 11) 

  <40 <40 <1 <40 1～40 0/85 全国 2005 12) 

  <40 <40 <1 <40 1～40 0/116 全国 2004 13) 

  <60 <60 <0.2 <60 0.2～60 0/134 全国 2003 14) 

  <40 <40 <0.2 <40 0.2～40 0/155 全国 2002 15) 

  <40 <40 <0.2 <40 0.2～40 0/125 全国 2001 16) 

           

注：a) 最大値又は幾何平均値の欄の太字で示した数字は、ばく露の推定に用いた値を示す 
 b) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す 
 c) 河川及び海域の22地点を対象とした2001年度の調査において最大0.08 μg/L（キシレンとして）の報告がある17) 

 d) 最大濃度を上回る下限値による不検出データが報告されているため、最大濃度よりも高濃度の地点が存在する  
可能性がある 

e) 150 μg/Lが検出された地点の濃度は、2008年度及び2009年度に行われた調査ではともに40 μg/L未満であり、当

該地点が存在する河川へのキシレンの届出排出量（PRTRデータ）も近年減少している 

 

（4）水生生物に対するばく露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対するばく露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.11のように整理した。 

キシレンの水質中の濃度については、異性体ごとには評価に耐えるデータが得られず、安全

側の評価値としての予測環境中濃度（PEC）を設定することはできなかった。 

キシレンの異性体混合物（o-キシレン、m-キシレン、p-キシレンの合量）について安全側の

評価値としての予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡水域で 150 μg/L、海域

では 40 μg/L 未満程度であった。 

キシレンの化管法に基づく平成 21 年度の公共用水域淡水への届出排出量を、全国河道構造デ

ータベース18)の平水流量で除し、希釈のみを考慮して河川中濃度を推定すると、最大で 1,600 

μg/L（キシレンとして）となった。 
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表 2.11 公共用水域濃度（キシレンとして） 

水 域 平   均 最 大 値 

淡  水 

 
海  水 

40 μg/L 未満(2007) 
 
40 μg/L 未満程度(2009) 

150 μg/L(2007) 
 
40 μg/L 未満程度(2009) 

注：1) （  ）内の数値は測定年度を示す 
2)  淡水は河川河口域を含む 



1 キシレン 

 14 
 

３．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

① o-キシレン 

o-キシレンの水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性

を確認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると表 3.1 のとおりと

なった。 

 
表 3.1 o-キシレンの水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急 

性 

慢 

性 

毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイン

ト／影響内容

ばく露 

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

藻 類  ○ 732 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 

NOEC   
GRO (RATE)

3 B B 3)-1*1 

 ○  799 Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 
EC50   
GRO (RATE)

3 B B 3)-1*1 

 ○  4,700 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 EC50  GRO 3 B B 1)-13142

 ○  55,000 Chlorella vulgaris 緑藻類 EC50  GRO 1 C C 1)-2215

甲殻類  ○ 630 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 B B 2)-1 

 ○  1,000 Daphnia magna オオミジンコ IC50  IMM 1 B B 1)-13142

 ○  1,089 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 A A 2)-1 

 ○  
1,140 

(1.3µL/L) 
Crago franciscorum エビジャコ属 LC50  MOR 4 C C 1)-558

 ○  1,500*2 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 C C 1)-7069

 ○  3,190 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 C C 1)-11936

 ○  
4,670 

(5.3µL/L) 
Crago franciscorum エビジャコ属 LC50  MOR 1 B B 1)-558

 ○  10,500 Artemia sp. アルテミア属 EC50  IMM 2 C C 1)-7069

 ○  16,800 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 B B 1)-7069

魚 類 ○  7,424 Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 4 A A 2)-1 

 ○  7,600 
Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス LC50  MOR 4 B B 1)-13142

 ○  8,050 
Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス LC50  MOR 4 B B 1)-12665

   9,000 Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 14 B*3 C 2)-1 

 ○  
9,680 

(11µL/L) 
Morone saxatilis スズキ科 LC50  MOR 4 D C 1)-558

 ○  12,000 Poecilia reticulata グッピー LC50  MOR 4 B B 1)-13142
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生物群 
急 

性 

慢 

性 

毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイン

ト／影響内容

ばく露 

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

 ○  16,100 
Lepomis 
macrochirus 

ブルーギル LC50  MOR 4 B B 1)-12665

 ○  16,100 
Catostomus 
commersoni 

サッカー科 LC50  MOR 4 B B 1)-12665

 ○  16,100 Carassius auratus キンギョ LC50  MOR 4 B B 1)-12665

 ○  16,100 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッド

ミノー 
LC50  MOR 4 B B 1)-12665

 ○  16,400 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッド

ミノー 
LC50  MOR 4 A A 1)-3217

その他 ○  4,100 
Strongylocentrotus 
droebachiensis 

オオバフンウニ

属（胚） 
EC50  DVP 4 D C 1)-11059

 ○  >22,400 Aplexa hypnorum 
ホタルヒダリ 

マキガイ 
LC50  MOR 4 C C 1)-12665

 ○  73,000 Xenopus laevis 
アフリカ 

ツメガエル 

(3-4週齢幼体)

LC50  MOR 2 B B 1)-12152

 ○  
169,000 

(192 µL/L) 
Crassostrea gigas マガキ（胚） 

EC50
*4   

DVP・MOR
2 B B 1)-8621

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）：PNEC 導出の根拠として採用されたもの 

試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 
A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 

EC50 (Median Effective Concentration) : 半数影響濃度、IC50 (Median Immobilization Concentration) : 半数遊泳阻害濃度、 

LC50 (Median Lethal Concentration) : 半数致死濃度、NOEC (No Observed Effect Concentration) : 無影響濃度 

影響内容 

DVP (Development) : 発生、GRO (Growth) : 生長（植物）、IMM (Immobilization) : 遊泳阻害、MOR (Mortality) : 死亡、 

REP (Reproduction) : 繁殖、再生産 

（ ）内：毒性値の算出方法 

RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

 

*1 文献 2) をもとに、実測濃度（幾何平均値）を用いて、速度法による 0～48 時間の毒性値を再計算したものを掲載している 

*2 外挿値 

*3 界面活性作用のある助剤を用いているため、試験の信頼性を「B」とした 

*4 原著では EMD50 (50% Ecological Mortality Dose)=192 µL/L として報告されている 

 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を、o-キシレンの予測無影響濃度(PNEC)導出のために採用した。

その知見の概要は以下のとおりである。 

 

1） 藻類 

環境庁 2)-1は OECD テストガイドライン No. 201(1984) に準拠し、緑藻類 Pseudokirchneriella 

subcapitata（旧名 Selenastrum capricornutum）の生長阻害試験を GLP 試験として実施した。試験

には密閉容器が用いられ、設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照区）、23、37、60、95、150 ppm

（公比 1.6）であった。試験溶液は、ジメチルスルホキシド(DMSO)100 ppm を助剤に用いて調

製された。被験物質の実測濃度は、試験開始時及び終了時において、それぞれ設定濃度の 40～
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58％及び 0％であり、毒性値の算出には実測濃度（試験開始時及び終了時の幾何平均値）が用い

られた。0～48 時間の結果に基づき、速度法による 72 時間半数影響濃度(EC50)は 799 µg/L、無

影響濃度(NOEC)は 732 µg/L であった 3)-1。 

 

2） 甲殻類 

Galassi ら 1)-13142は、OECD テストガイドライン No. 202(1981) を揮発性物質用に改変した試験

法により、オオミジンコ Daphnia magna の急性遊泳阻害試験を実施した。試験は止水式（密閉

容器使用、ヘッドスペースなし）で行われた。24 時間半数遊泳阻害濃度(IC50)は、実測濃度に基

づき 1,000 µg/L であった。 

また、環境庁 2)-1は OECD テストガイドライン No. 202(1984)に準拠して、オオミジンコ Daphnia 

magna の繁殖試験を、GLP 試験として実施した。試験は半止水式（毎日換水、密封容器使用）

で行われ、設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照区）、0.1、0.3、0.8、2.0、5.0 ppm（公比 2.5）

であった。試験溶液は、脱塩素水道水（硬度 33.2 mg/L、CaCO3換算）を試験用水に、ジメチル

スルホキシド(DMSO) 100 ppm を助剤に用いて調製された。被験物質の実測濃度は、0、7、14

日目の換水時、及び 1、8、15 日目の換水前において、それぞれ設定濃度の 82.4～116％、及び

52.8～90％であり、毒性値の算出には実測濃度（時間加重平均値）が用いられた。繁殖阻害（累

積産仔数）に関する 21 日間無影響濃度(NOEC)は、630 µg/L であった。 

 

3） 魚類 

環境庁 2)は OECD テストガイドライン No. 203(1992)に準拠し、メダカ Oryzias latipes の急性毒

性試験を GLP 試験として実施した。試験は半止水式(24 時間毎換水、密封容器使用)で行われ、

設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照区）、10、14、20、27、38 ppm（公比 1.4）であった。試

験溶液は、脱塩素水道水（硬度 33.2 mg/L、CaCO3換算）を試験用水に、ジメチルスルホキシド

(DMSO)100 ppm を助剤に用いて調製された。被験物質の実測濃度は、試験開始時及び 24 時間

後において、それぞれ設定濃度の32～48％及び28～46％であり、毒性値の算出には実測濃度（0、

24 時間後の幾何平均値）が用いられた。96 時間半数致死濃度(LC50)は 7,424 µg/L であった。 

 

4） その他 

De Zwart と Slooff1)-12152は、アフリカツメガエル Xenopus laevis 幼生の急性毒性試験を実施し

た。試験は止水式で行われ、設定試験濃度区は、対照区及び 5 濃度区以上（公比 1.5）であった。

試験用水にはオランダ標準水(Dutch Standard Water、硬度約 1.7 mmol/L)が用いられた。48 時間半

数致死濃度(LC50)は、設定濃度に基づき 73,000 µg/L であった。 

 

② m-キシレン 

m-キシレンの水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性

を確認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると表 3.2 のとおりと

なった。 
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表 3.2 m-キシレンの水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急 

性 

慢 

性 

毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント

／影響内容

ばく露 

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

藻 類 ○  4,900 Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 EC50  GRO 3 B B 1)-13142

  ○ 5,330 Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 
NOEC   
GRO (RATE)

3 B*1 B*1 3)-1*2 

 ○  8,930 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 
EC50   
GRO (RATE)

3 B*1 B*1 3)-1*2 

甲殻類  ○ 407 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 B*1 B*1 2)-2 

  ○ 1,170 Ceriodaphnia dubia 
ニセネコゼミジ

ンコ 
NOEC  REP 7 A A 

4)- 
2011006

 ○  2,420 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 B*1 B*1 2)-2 

 ○  2,440 
Ceriodaphnia cf. 
dubia 

ニセネコゼ 

ミジンコと同属
EC50  IMM 2 B B 1)-18991

 ○  
3,180 

(3.7µL/L) 
Crago franciscorum エビジャコ属 LC50  MOR 4 C C 1)-558

 ○  >3,400 Ceriodaphnia dubia 
ニセネコゼミジ

ンコ 
LC50  MOR 2 A A 

4)- 
2011006

 ○  4,100*3 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 C C 1)-7069

 ○  
4,130 

(4.8µL/L) 
Crago franciscorum エビジャコ属 LC50  MOR 4 B B 1)-558

 ○  4,700 Daphnia magna オオミジンコ IC50  IMM 1 B B 1)-13142

 ○  7,200 Artemia sp. アルテミア属 EC50  IMM 2 C C 1)-7069

 ○  9,560 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 C C 1)-11936

 ○  14,300 Daphnia magna オオミジンコ IC50  IMM 2 C C 
4)- 

2007029

 ○  26,500 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 B B 1)-7069

魚 類   3,770 
Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス（胚） LC50  MOR 
～ふ化後4 

(全27) 
B C 

4)- 
2010076

 ○  8,400 Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス LC50  MOR 4 B B 1)-13142

 ○  
7,910 

(9.2µL/L) 
Morone saxatilis スズキ科 LC50  MOR 4 D C 1)-558

 ○  12,900 Poecilia reticulata グッピー LC50  MOR 4 B B 1)-13142

 ○  16,000 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッド

ミノー 
LC50  MOR 4 B B 1)-3217

 ○  18,700 Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 4 B*1 B*1 2)-2 

その他   3,530 Rana pipiens 
アカガエル属

（胚） 
LC50  MOR 

～ふ化後4 
(全9) 

D C 
4)- 

2010076

 ○  540,000 
(626µL/L) 

Crassostrea gigas マガキ（胚） EC50
*4  DVP 2 B B 1)-8621

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）：PNEC 導出の根拠として採用されたもの 

試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 
A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
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A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 

EC50 (Median Effective Concentration) : 半数影響濃度、IC50 (Median Immobilization Concentration) : 半数遊泳阻害濃度、 

LC50 (Median Lethal Concentration) : 半数致死濃度、NOEC (No Observed Effect Concentration) : 無影響濃度 

影響内容 

DVP (Development) : 発生、GRO (Growth) : 生長（植物）、IMM (Immobilization) : 遊泳阻害、MOR (Mortality) : 死亡、 

REP (Reproduction) : 繁殖、再生産 

（ ）内：毒性値の算出方法 

RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

 

*1 界面活性作用のある助剤を用いているため、試験の信頼性及び採用の可能性を「B」とした 

*2 文献 2)をもとに、実測濃度（幾何平均値）を用いて、速度法による 0～48 時間の毒性値を再計算したものを掲載している 

*3 外挿値 

*4 原著では ED50 (50％ Effect Dose)=626µL/L として報告されている 

 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を、m-キシレンの予測無影響濃度(PNEC)導出のために採用した。

その知見の概要は以下のとおりである。 

 

1） 藻類 

Galassi ら 1)-13142は、OECD テストガイドライン No. 201(1981) を揮発性物質用に改変した試験

法により、緑藻類 Pseudokirchneriella subcapitata（旧名 Selenastrum capricornutum）の生長阻害

試験を実施した。試験には密閉容器が使用された。72 時間半数影響濃度(EC50)は、実測濃度に

基づき 4,900 µg/L であった。 

また、環境省 2)-2は OECD テストガイドライン No. 201(1984) に準拠し、緑藻類

Pseudokirchneriella subcapitata（旧名 Selenastrum capricornutum）の生長阻害試験を GLP 試験と

して実施した。試験には密閉容器が用いられ、設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照区）、2.50、

4.45、7.91、14.1、25.0 mg/L（公比 1.8）であった。試験溶液は、ジメチルホルムアミド(DMF)       

75 mg/L、及び界面活性作用のある硬化ひまし油(HCO-40) 25 mg/L を助剤に用いて調製された。

被験物質の実測濃度は、試験開始時及び終了時において、それぞれ設定濃度の 52～63％及び 22

～24％であり、毒性値の算出には実測濃度（試験開始時及び終了時の幾何平均値）が用いられ

た。0～48 時間の結果に基づき、速度法による 72 時間無影響濃度(NOEC)は 5,330 µg/L であった
3)-1。なお、界面活性作用のある助剤を用いているため、試験の信頼性及び採用の可能性を「B」

とした。 

 

2） 甲殻類 

環境省 2)-2は OECD テストガイドライン No. 202(1984)に準拠し、オオミジンコ Daphnia magna

の急性遊泳阻害試験を GLP 試験として実施した。試験は半止水式(24 時間後換水、テフロンシ

ートで水面を被覆)で行われ、設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照区）、1.00、1.80、3.20、5.60、

10.0 mg/L（公比約 1.8）であった。試験溶液は、Elendt M4 飼育水を試験用水に、ジメチルホル

ムアミド(DMF) 30 mg/L、及び界面活性作用のある硬化ひまし油(HCO-40) 10 mg/L を助剤に用い

て調製された。被験物質の実測濃度は、試験開始時及び換水前の 24 時間後において、それぞれ

設定濃度の 62～71％、及び 56～71％であり、毒性値の算出には実測濃度(0、24 時間後の幾何平

均値)が用いられた。48 時間半数影響濃度(EC50)は 2,420 µg/L であった。なお、界面活性作用の
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ある助剤を用いているため、試験の信頼性及び採用の可能性を「B」とした。 

また、環境省 2)-2は OECD テストガイドライン No. 211(1998)に準拠して、オオミジンコ Daphnia 

magna の繁殖試験を、GLP 試験として実施した。試験は半止水式（毎日換水、テフロンシート

で水面を被覆）で行われ、設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照区）、0.120、0.270、0.660、1.50、

3.60 mg/L（公比約 2.3）であった。試験溶液は、Elendt M4 飼育水を試験用水に、ジメチルホル

ムアミド(DMF) 27 mg/L 及び界面活性作用のある硬化ひまし油(HCO-30) 9 mg/L を助剤に用いて

調製された。被験物質の実測濃度は、0、7、14 日目の換水時、及び 1、8、15 日目の換水前にお

いて、それぞれ設定濃度の 61～87％、及び 10～68％であり、毒性値の算出には実測濃度（時間

加重平均値）が用いられた。繁殖阻害（累積産仔数）に関する 21 日間無影響濃度(NOEC)は、

407 µg/L であった。なお、界面活性作用のある助剤を用いているため、試験の信頼性及び採用

の可能性を「B」とした。 

 

3） 魚類 

Galassi ら 1)-13142は、OECD テストガイドライン No. 203(1981) を揮発性物質用に改変した試験

法により、ニジマス Oncorhynchus mykiss(＝Salmo gairdneri)の急性毒性試験を実施した。試験は

半止水式(48 時間後換水、密閉容器使用)で行われた。96 時間半数致死濃度(LC50)は、実測濃度に

基づき 8,400 µg/L であった。 

 

4） その他 

 Legore1)-8621は、woelke の方法(1967、1968)に従い、マガキ Crassostrea gigas の胚を用いて急性

毒性試験を実施した。試験は止水式で行われ、設定試験濃度区は対照区及び 6 濃度区であった。

試験用水には、塩分 25.3～30.8 のろ過海水が用いられた。発生異常に関する 48 時間半数影響濃

度(EC50)は、設定濃度に基づき 540,000 µg/L であった。 

 

③ p-キシレン 

p-キシレンの水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性

を確認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると表 3.3 のとおりと

なった。 

 
表 3.3 p-キシレンの水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急 

性 

慢 

性 

毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント

／影響内容 

ばく露

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

藻 類 ○  3,200 Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 EC50  GRO 3 B B 1)-13142

  ○ 4,360 Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 
NOEC   
GRO (RATE)

3 B*1 B*1 3)-2*2 

 ○  9,600 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 
EC50   
GRO (RATE)

3 B*1 B*1 3)-2*2 

甲殻類  ○ 1,290 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 B*1 B*1 2)-3 

 ○  
1,710 

(2.0µL/L) 
Crago franciscorum エビジャコ属 LC50  MOR 4 C C 1)-558 



1 キシレン 

 20 
 

生物群 
急 

性 

慢 

性 

毒性値 

[µg/L] 
生物名 生物分類 

エンドポイント

／影響内容 

ばく露

期間[日] 

試験の

信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

 ○  3,600 Daphnia magna オオミジンコ IC50  IMM 1 B B 1)-13142

 ○  4,700*3 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 C C 1)-7069

 ○  6,900 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 B*1 B*1 2)-3 

 ○  8,500 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 C C 1)-11936

 ○  18,400 Artemia sp. アルテミア属 EC50  IMM 1 C C 1)-7069

 ○  33,700 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 B B 1)-7069

魚 類 ○  
1,710 

(2.0µL/L) 
Morone saxatilis スズキ科 LC50  MOR 4 D C 1)-558 

 ○  2,600 Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス LC50  MOR 4 B B 1)-13142

   5,320 Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 14 B*4 C 2)-3 

 ○  8,400 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
LC50  MOR 4 B B 1)-14339

 ○  8,800 Poecilia reticulata グッピー LC50  MOR 4 B B 1)-13142

 ○  8,870 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
LC50  MOR 4 A A 1)-12858

 ○  11,300 Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 4 B*1 B*1 2)-3 

その他   30,000 
Brachionus 
calyciflorus 

ツボワムシ NOEC  FDB 30(35)分 D C 1)-13660

 ○  88,100 Tetrahymena 
pyriformis 

テトラヒメナ

属 
IGC50  POP 2 B B 1)-16430

 ○  
582,000 

(678µL/L) 
Crassostrea gigas マガキ（胚）

EC50
*5   

DVP・MOR
2 B B 1)-8621

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）：PNEC 導出の根拠として採用されたもの 

試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 
A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 

EC50 (Median Effective Concentration) : 半数影響濃度、IC50 (Median Immobilization Concentration) : 半数遊泳阻害濃度、 

IGC50 (Median Inhibitory Growth Concentration) : 半数増殖阻害濃度、LC50 (Median Lethal Concentration) : 半数致死濃度、

NOEC (No Observed Effect Concentration) : 無影響濃度 

影響内容 

DVP (Development) : 発生、FDB (Feeding Behavior) : 摂食阻害、GRO (Growth) : 生長（植物）、 

IMM (Immobilization) : 遊泳阻害、MOR (Mortality) : 死亡、POP (Population Changes) : 個体群の変化、 

REP (Reproduction) : 繁殖、再生産 

（ ）内：毒性値の算出方法 

RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

 

*1 界面活性作用のある助剤を用いているため、試験の信頼性及び採用の可能性を「B」とした 

*2 文献 2)をもとに、実測濃度（幾何平均値）を用いて、速度法による 0～48 時間の毒性値を再計算したものを掲載している 

*3 外挿値 

*4 界面活性作用のある助剤を用いているため、試験の信頼性を「B」とした 

*5 原著では EMD50 (50% Ecological Mortality Dose)=678µL/L として報告されている 



1 キシレン 

 21 
 

 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を、p-キシレンの予測無影響濃度(PNEC)導出のために採用した。

その知見の概要は以下のとおりである。 

 

1） 藻類 

Galassi ら 1)-13142は、OECD テストガイドライン No. 201(1981) を揮発性物質用に改変した試験

法により、緑藻類 Pseudokirchneriella subcapitata（旧名 Selenastrum capricornutum）の生長阻害

試験を実施した。試験には密閉容器が使用された。72 時間半数影響濃度(EC50)は、実測濃度に

基づき 3,200 µg/L であった。 

また、環境庁 2)-3は OECD テストガイドライン No. 201(1984) に準拠し、緑藻類

Pseudokirchneriella subcapitata（旧名 Selenastrum capricornutum）の生長阻害試験を GLP 試験と

して実施した。試験には密閉容器が用いられ、設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照区）、6.00、

8.00、11.0、14.0、19.0、25.0 mg/L（公比 1.3）であった。試験溶液は、ジメチルホルムアミド(DMF)75 

mg/L 及び界面活性作用のある硬化ひまし油(HCO-30) 25 mg/L を助剤に用いて調製された。被験

物質の実測濃度は、試験終了時において、設定濃度の 32～34％に減少しており、毒性値の算出

には実測濃度（開始時及び終了時の幾何平均値）が用いられた。0～48 時間の結果に基づき、速

度法による 72 時間無影響濃度(NOEC)は 4,360 µg/L であった 3)-2。なお、界面活性作用のある助

剤を用いているため、試験の信頼性及び採用の可能性を「B」とした。 

 

2) 甲殻類 

Galassi ら 1)-13142は、OECD テストガイドライン No. 202(1981) を揮発性物質用に改変した試験

法により、オオミジンコ Daphnia magna の急性遊泳阻害試験を実施した。試験は止水式（密閉

容器使用、ヘッドスペースなし）で行われた。24 時間半数遊泳阻害濃度(IC50)は、実測濃度に基

づき 3,600 µg/L であった。 

また、環境庁 2)-3は OECDテストガイドラインNo. 202(1984)に準拠して、オオミジンコ Daphnia 

magna の繁殖試験を、GLP 試験として実施した。試験は半止水式 (0～5 日：週 3 回換水、5～21

日：毎日換水、水面をテフロンシートで被覆) で行われ、設定試験濃度は 0（対照区、助剤対照

区）、0.250、0.650、1.50、4.00、10.0 mg/L（公比 2.5）であった。試験溶液は、脱塩素水道水（硬

度 65mg/L、CaCO3換算）を試験用水に、ジメチルホルムアミド(DMF) 70 mg/L 及び界面活性作

用のある硬化ひまし油(HCO-30) 10 mg/L を助剤に用いて調製された。被験物質の実測濃度は、0、

2、7、13、20 日目の換水時、及び 2、5、8、14、21 日目の換水前において、それぞれ設定濃度

の 73～113％、及び 56～103％であり、毒性値の算出には実測濃度（時間加重平均値）が用いら

れた。繁殖阻害（累積産仔数）に関する 21 日間無影響濃度(NOEC)は、1,290 µg/L であった。な

お、界面活性作用のある助剤を用いているため、試験の信頼性及び採用の可能性を「B」とした。 

 

3) 魚類 

Galassi ら 1)-13142は、OECD テストガイドライン No. 203(1981) を揮発性物質用に改変した試験

法により、ニジマス Oncorhynchus mykiss(＝Salmo gairdneri)の急性毒性試験を実施した。試験は

半止水式(48 時間後換水、密閉容器使用)で行われた。96 時間半数致死濃度(LC50)は、実測濃度に
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基づき 2,600 µg/L であった。 

 

4) その他 

 Schultz ら 1)-16430は、テトラヒメナ属 Tetrahymena pyriformis の増殖阻害試験を実施した。試験

は止水式で行われ、設定試験濃度区は 5～10 濃度区であった。試験溶液は、0.75％以下のジメチ

ルスルホキシド(DMSO)を助剤に用いて調製された。48 時間増殖阻害濃度(IGC50)は、設定濃度

に基づき 88,100 µg/L であった。 

 

（2）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上記本文で示した毒性値に情報量に応じたアセ

スメント係数を適用し予測無影響濃度(PNEC)を求めた。 

① o-キシレン 

急性毒性値 

藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 72 時間 EC50（生長阻害） 799 µg/L 

甲殻類 Daphnia magna 24 時間 IC50（遊泳阻害） 1,000 µg/L 

魚類 Oryzias latipes 96 時間 LC50 7,424 µg/L 

その他 Xenopus laevis 48 時間 LC50 73,000 µg/L 

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他の生物について信頼

できる知見が得られたため］ 

得られた毒性値のうち、その他生物を除いた最も小さい値（藻類の 799 µg/L）をアセスメン

ト係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 8.0 µg/L が得られた。 
 

慢性毒性値 

藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 72 時間 NOEC（生長阻害） 732 µg/L

甲殻類 Daphnia magna 21 日間 NOEC（繁殖阻害） 630 µg/L

アセスメント係数：100［2 生物群（藻類及び甲殻類）の信頼できる知見が得られたため］ 

2 つの毒性値の小さい方（甲殻類の 630 µg/L）をアセスメント係数 100 で除することにより、

慢性毒性値に基づく PNEC 値 6.3 µg/L が得られた。 
 

 o-キシレンの PNEC としては甲殻類の慢性毒性値から得られた 6.3µg/L を採用する。 

 

② m-キシレン 

急性毒性値 

藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 72 時間 EC50（生長阻害） 4,900 µg/L

甲殻類 Daphnia magna 48 時間 EC50（遊泳阻害） 2,420 µg/L

魚類 Oncorhynchus mykiss 96 時間 LC50 8,400 µg/L
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その他 Crassostrea gigas 48 時間 EC50（発生阻害） 540,000 µg/L

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他の生物について信頼

できる知見が得られたため］ 

得られた毒性値のうち、その他生物を除いた最も小さい値（甲殻類の 2,420 µg/L）をアセス

メント係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 24 µg/L が得られた。 
 

慢性毒性値 

藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 72 時間 NOEC（生長阻害） 5,330 µg/L

甲殻類 Daphnia magna 21 日間 NOEC（繁殖阻害） 407 µg/L

アセスメント係数：100［2 生物群（藻類及び甲殻類）の信頼できる知見が得られたため］ 

2 つの毒性値の小さい方（甲殻類の 407 µg/L）をアセスメント係数 100 で除することにより、

慢性毒性値に基づく PNEC 値 4.1 µg/L が得られた。 
 

m-キシレンの PNEC としては甲殻類の慢性毒性値から得られた 4.1 µg/L を採用する。 

 

③ p-キシレン 

急性毒性値 

藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 72 時間 EC50（生長阻害） 3,200 µg/L

甲殻類 Daphnia magna 24 時間 IC50（遊泳阻害） 3,600 µg/L

魚類 Oncorhynchus mykiss 96 時間 LC50 2,600 µg/L

その他 Tetrahymena pyriformis 48 時間 IGC50（増殖阻害） 88,100 µg/L

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他の生物について信頼

できる知見が得られたため］ 

得られた毒性値のうち、その他生物を除いた最も小さい値（魚類の 2,600 µg/L）をアセスメ

ント係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 26 µg/L が得られた。 
 

慢性毒性値 

藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 72 時間 NOEC（生長阻害） 4,360 µg/L 

甲殻類 Daphnia magna 21 日間 NOEC（繁殖阻害） 1,290 µg/L 

アセスメント係数：100［2 生物群（藻類及び甲殻類）の信頼できる知見が得られたため］ 

2 つの毒性値の小さい方（甲殻類の 1,290 µg/L）をアセスメント係数 100 で除することによ

り、慢性毒性値に基づく PNEC 値 13 µg/L が得られた。 
 

p-キシレンの PNEC としては甲殻類の慢性毒性値から得られた 13 µg/L を採用する。 

 

（3）生態リスクの初期評価結果 

安全側の評価値として設定された予測環境中濃度(PEC)は、キシレンの異性体混合物(o-キシレ
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ン、m-キシレン、p-キシレンの合量)としての値であるが、仮に PEC を全て各異性体の濃度とし

て生態リスクの初期評価を行うと、表 3.4～3.6 のとおりとなった。 

 

表 3.4 生態リスクの初期評価結果（o-キシレン） 

水 質 平均濃度 最大濃度(PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比 

公共用水域・淡水
40 μg/L 未満 (2007)
(キシレンとして) 

150 μg/L (2007)  
(キシレンとして) 

6.3 

µg/L 

24 

公共用水域・海水
40 μg/L未満 (2007)

(キシレンとして) 

40 μg/L未満 (2007)

(キシレンとして) <6 

注：1) 水質中濃度の（ ）内の数値は測定年度を示す  
   2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 
 

表 3.5 生態リスクの初期評価結果（m-キシレン） 

水 質 平均濃度 最大濃度(PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比 

公共用水域・淡水
40 µg/L 未満 (2007)
(キシレンとして)

150 μg/L (2007)  
(キシレンとして) 

4.1 

µg/L 

37 

公共用水域・海水
40 µg/L 未満 (2007)
(キシレンとして)

40 μg/L 未満 (2007)
(キシレンとして) <10 

注： 同前 

 
 

表 3.6 生態リスクの初期評価結果（p-キシレン） 

水 質 平均濃度 最大濃度(PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比 

公共用水域・淡水
40 µg/L 未満 (2007)
(キシレンとして)

150 μg/L (2007)  
(キシレンとして) 

13 

µg/L 

12 

公共用水域・海水
40 µg/L 未満 (2007)
(キシレンとして)

40 μg/L 未満 (2007)
(キシレンとして) <3 

注： 同前 

 
 

 
 

キシレン異性体混合物(o-キシレン、m-キシレン、p-キシレンの合量)の公共用水域における濃

度は、平均濃度でみると淡水域、海水域ともに 40 µg/L 未満であった。安全側の評価値として設

定された予測環境中濃度(PEC)は、淡水域で 150 µg/L、海水域では 40 µg/L 未満であった。 

詳細な評価を行う 
候補と考えられる。 

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］ 
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キシレンの公共用水域濃度を、全て o-キシレン、あるいは m-キシレン、あるいは p-キシレン

であると仮定すると、異性体ごとに設定した PNEC との比は、淡水域では全ての異性体で 1 を

超える値となった。 

しかし、キシレン 150 µg/L(2007 年度)が検出された地点のキシレン濃度は、2008 年度及び 2009

年度は 40 µg/L 未満であり、当該地点が存在している河川へのキシレンの届出排出量(PRTR デー

タ)は、減少している。また、直近 3 年間の調査結果のうち、当該河川の地点を除いた公共用水

域・淡水の上位第 2 検出地点のキシレン濃度(1 µg/L)を PEC に採用した場合、PEC/PNEC の比は

o-キシレン、m-キシレンで 0.1 を超える値となる。 

これらを踏まえると、o-キシレン、m-キシレン、p-キシレンについては、情報収集に努める必

要があると考えられる。キシレンについては、下限値を統一的に下げて環境中濃度の推移を把

握する必要があると考えられる。 
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